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１ 

 

５年市長提出第４６号議案  

瀬戸市個人情報保護法施行条例の一部改正について  

瀬戸市個人情報保護法施行条例の一部を改正する条例を次のように定め

るものとする。  

令和５年６月１３日提出  

瀬戸市長  川 本 雅 之  

瀬戸市個人情報保護法施行条例の一部を改正する条例  

瀬戸市個人情報保護法施行条例（令和４年瀬戸市条例第２８号）の一部

を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。  

改正後 改正前 

（個人情報取扱事務の届出） （個人情報取扱事務の届出） 

第５条 ＜省略＞ 第５条 ＜省略＞ 

 （条例要配慮個人情報に係る記述等）  

第５条の２ 法第６０条第５項の条例で定める記

述等は、次に掲げるとおりとする。 

 

 ⑴ 性自認（自己の性別についての認識をい

う。）が戸籍上の性別と異なる者の当該性自

認に係る記述等 

 

⑵ 性的指向（恋愛感情又は性的関心の対象と

なる性別についての指向をいう。）が異性の

みでない者の当該性的指向に係る記述等 

 

⑶ 性及び性的指向を認識していない者の当該

性及び性的指向に係る記述等 

 

  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。  

 



 

２ 

 

 （理 由） 

この案を提出するのは、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律

第５７号）第６０条第５項に規定する条例要配慮個人情報に係る記述等を

定めるに当たり、瀬戸市個人情報保護法施行条例中所要の事項を改正する

ため必要があるからである。  

 



 

３ 

 

５年市長提出第４７号議案  

瀬戸市職員の給与に関する条例の一部改正について  

瀬戸市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように定め

るものとする。  

令和５年６月１３日提出  

瀬戸市長  川 本 雅 之  

   瀬戸市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例  

 瀬戸市職員の給与に関する条例（昭和３６年瀬戸市条例第４号）の一部  

を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。  

改正後 改正前 

   附 則    附 則 

１から１８まで ＜省略＞ １から１８まで ＜省略＞ 

 （新型コロナウイルス感染症により生じた事態

に対処するための職員の感染症防疫手当の特

例） 

 １９ 別表第３感染症防疫手当の項に規定するも

ののほか、職員が、市長が定める場所におい

て、新型コロナウイルス感染症（病原体がベー

タコロナウイルス属のコロナウイルス（令和２

年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に

対して、人に伝染する能力を有することが新た

に報告されたものに限る。）である感染症をい

う。以下同じ。）から市民等の生命及び健康を

保護するために緊急に行われた措置に係る作業

であって、市長が定めるものに従事した場合

は、感染症防疫手当を支給する。この場合にお

いて、別表第３感染症防疫手当の項の規定は、

適用しない。 



 

４ 

 

 ２０ 前項に規定する手当の額は、次に掲げる額

とする。 

  ⑴ 次号に掲げる作業以外の作業 作業１日に

つき３，０００円 

  ⑵ 新型コロナウイルス感染症の患者若しくは

その疑いのある者の身体に接触して又はこれ

らの者に長時間にわたり接して行う作業その

他市長がこれに準ずると認める作業 作業１

日につき４，０００円 

 （６０歳超職員の給料月額の特例） （６０歳超職員の給料月額の特例） 

１９ 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が 

６０歳に達した日後における最初の４月１日（ 

附則第２１項において「特定日」という。）以 

後、当該職員に適用される給料表の給料月額の 

うち、第５条第３項の規定により当該職員の属 

する職務の級並びに第６条第１項、第２項、第 

４項及び第５項の規定により当該職員の受ける 

号給に応じた額に１００分の７０を乗じて得た 

額（当該額に、５０円未満の端数を生じたとき 

はこれを切り捨て、５０円以上１００円未満の 

端数を生じたときはこれを１００円に切り上げ 

るものとする。）とする。 

２１ 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が 

６０歳に達した日後における最初の４月１日（ 

附則第２３項において「特定日」という。）以 

後、当該職員に適用される給料表の給料月額の 

うち、第５条第３項の規定により当該職員の属 

する職務の級並びに第６条第１項、第２項、第 

４項及び第５項の規定により当該職員の受ける 

号給に応じた額に１００分の７０を乗じて得た 

額（当該額に、５０円未満の端数を生じたとき 

はこれを切り捨て、５０円以上１００円未満の 

端数を生じたときはこれを１００円に切り上げ 

るものとする。）とする。 

２０ 前項の規定は、次に掲げる職員には適用し 

ない。 

２２ 前項の規定は、次に掲げる職員には適用し 

ない。 

 ⑴から⑶まで ＜省略＞  ⑴から⑶まで ＜省略＞ 

２１ 法第２８条の２第４項に規定する他の職へ 

の降任等をされた職員であって、当該他の職へ 

の降任等をされた日（以下この項及び附則第２ 

３項において「異動日」という。）の前日から 

引き続き同一の給料表の適用を受ける職員のう 

ち、特定日に附則第１９項の規定により当該職 

員の受ける給料月額（以下この項において「特 

定日給料月額」という。）が異動日の前日に当 

該職員が受けていた給料月額に１００分の７０ 

２３ 法第２８条の２第４項に規定する他の職へ 

の降任等をされた職員であって、当該他の職へ 

の降任等をされた日（以下この項及び附則第２ 

５項において「異動日」という。）の前日から 

引き続き同一の給料表の適用を受ける職員のう 

ち、特定日に附則第２１項の規定により当該職 

員の受ける給料月額（以下この項において「特 

定日給料月額」という。）が異動日の前日に当 

該職員が受けていた給料月額に１００分の７０ 



 

５ 

 

を乗じて得た額（当該額に、５０円未満の端数 

を生じたときはこれを切り捨て、５０円以上１ 

００円未満の端数を生じたときはこれを１００ 

円に切り上げるものとする。以下この項におい 

て「基礎給料月額」という。）に達しないこと 

となる職員（規則で定める職員を除く。）には 

、当分の間、特定日以後、附則第１９項の規定 

により当該職員の受ける給料月額のほか、基礎 

給料月額と特定日給料月額との差額に相当する 

額を給料として支給する。 

を乗じて得た額（当該額に、５０円未満の端数 

を生じたときはこれを切り捨て、５０円以上１ 

００円未満の端数を生じたときはこれを１００ 

円に切り上げるものとする。以下この項におい 

て「基礎給料月額」という。）に達しないこと 

となる職員（規則で定める職員を除く。）には 

、当分の間、特定日以後、附則第２１項の規定 

により当該職員の受ける給料月額のほか、基礎 

給料月額と特定日給料月額との差額に相当する 

額を給料として支給する。 

２２ ＜省略＞ ２４ ＜省略＞ 

２３ 異動日の前日から引き続き給料表の適用を 

受ける職員（附則第１９項の規定の適用を受け 

る職員に限り、附則第２１項に規定する職員を 

除く。）であって、同項の規定による給料を支 

給される職員との権衡上必要があると認められ 

る職員には、当分の間、当該職員の受ける給料 

月額のほか、規則で定めるところにより、前２ 

項の規定に準じて算出した額を給料として支給 

する。 

２５ 異動日の前日から引き続き給料表の適用を 

受ける職員（附則第２１項の規定の適用を受け 

る職員に限り、附則第２３項に規定する職員を 

除く。）であって、同項の規定による給料を支 

給される職員との権衡上必要があると認められ 

る職員には、当分の間、当該職員の受ける給料 

月額のほか、規則で定めるところにより、前２ 

項の規定に準じて算出した額を給料として支給 

する。 

２４ 附則第２１項又は前項の規定による給料を 

支給される職員以外の附則第１９項の規定の適 

用を受ける職員であって、任用の事情を考慮し 

て当該給料を支給される職員との権衡上必要が 

あると認められる職員には、当分の間、当該職 

員の受ける給料月額のほか、規則で定めるとこ 

ろにより、前３項の規定に準じて算出した額を 

給料として支給する。 

２６ 附則第２３項又は前項の規定による給料を 

支給される職員以外の附則第２１項の規定の適 

用を受ける職員であって、任用の事情を考慮し 

て当該給料を支給される職員との権衡上必要が 

あると認められる職員には、当分の間、当該職 

員の受ける給料月額のほか、規則で定めるとこ 

ろにより、前３項の規定に準じて算出した額を 

給料として支給する。 

２５ 附則第１９項から前項までに定めるものの 

ほか、附則第１９項の規定による給料月額、附 

則第２１項の規定による給料その他附則第１９ 

項から前項までの規定の施行に関し必要な事項 

は、規則で定める。 

２７ 附則第２１項から前項までに定めるものの 

ほか、附則第２１項の規定による給料月額、附 

則第２３項の規定による給料その他附則第２１ 

項から前項までの規定の施行に関し必要な事項 

は、規則で定める。 
  

附 則 



 

６ 

 

 （施行期日）  

１ この条例は、令和５年７月５日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この条例の施行の日前に市長が定める作業に従事した者に係る新型コ

ロナウイルス感染症により生じた事態に対処するための職員の感染症防

疫手当については、なお従前の例による。  

（瀬戸市職員の分限に関する条例の一部改正）  

３ 瀬戸市職員の分限に関する条例（昭和２６年瀬戸市条例第３５号）の

一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。  

改正後 改正前 

   附 則 附 則 

 （降格に関する措置等） 

２ 瀬戸市職員の給与に関する条例（昭和３６年

瀬戸市条例第４号）附則第１９項の規定による

措置は、法第２７条第２項に規定する降給とす

る。 

 （降格に関する措置等） 

２ 瀬戸市職員の給与に関する条例（昭和３６年

瀬戸市条例第４号）附則第２１項の規定による

措置は、法第２７条第２項に規定する降給とす

る。 
  

（瀬戸市職員の育児休業に係る給与等に関する条例の一部改正）  

４ 瀬戸市職員の育児休業に係る給与等に関する条例（昭和５１年瀬戸市

条例第３０号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。  

改正後 改正前 

   附 則 附 則 

（給与条例附則第１９項の規定が適用される育 

児短時間勤務職員等に関する読替え） 

（給与条例附則第２１項の規定が適用される育 

児短時間勤務職員等に関する読替え） 



 

７ 

 

６ 育児短時間勤務職員等に対する給与条例附則

第１９項の規定の適用については、同項中「）

とする」とあるのは、「）に、算出率を乗じて

得た額とする」とする。 

６ 育児短時間勤務職員等に対する給与条例附則

第２１項の規定の適用については、同項中「）

とする」とあるのは、「）に、算出率を乗じて

得た額とする」とする。 
  

（瀬戸市職員の退職手当に関する条例の一部改正）  

５  瀬戸市職員の退職手当に関する条例（昭和３８年瀬戸市条例第１６

号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。  

改正後 改正前 

   附 則    附 則 

１２ 瀬戸市職員の給与に関する条例附則第１９ 

項の規定による職員の給料月額の改定は、第５ 

条の２第１項の給料月額の減額改定に該当しな 

いものとする。 

１２ 瀬戸市職員の給与に関する条例附則第２１ 

項の規定による職員の給料月額の改定は、第５ 

条の２第１項の給料月額の減額改定に該当しな 

いものとする。 
  

 

（理 由） 

この案を提出するのは、新型コロナウイルス感染症により生じた事態に

対処するための職員の感染症防疫手当の特例を廃止するに当たり、瀬戸市

職員の給与に関する条例中所要の事項を改正するため必要があるからであ

る。 

 



８ 

 

５年市長提出第４８号議案  

   水野小学校校舎長寿命化改良・増築（建築）工事請負契約の締結に  

ついて  

本市が、水野小学校校舎長寿命化改良・増築（建築）工事を施工するに

当たり、次の内容により工事請負契約を締結するものとする。  

  令和５年６月１３日提出  

瀬戸市長  川 本 雅 之  

１ 契 約 金 額  ４８７，３００，０００円  

２ 工 事 場 所  瀬戸市小田妻町２丁目２２番地  

３ 契 約 方 法  制限付き一般競争入札（特別簡易型総合評価落札方  

式）  

４ 工 事 内 容  長寿命化改良工事  

   校舎（鉄筋コンクリート造３階建て３，４７３平 

   方メートル）  

 増築（建築）工事  

   エレベーター棟（鉄骨造３階建て１２６平方メー  

トル）  

５ 工 期  本契約日の翌日から令和７年１月３１日まで  

６ 契約の相手方  瀬戸市共栄通７丁目１６番地  

          沢田建設株式会社  

          代表取締役 澤田武憲  

 

（理 由） 

 この案を提出するのは、水野小学校校舎長寿命化改良・増築（建築）工

事の請負契約を締結するに当たり、議会の議決に付すべき契約及び財産の



９ 

 

取得又は処分に関する条例（昭和５２年瀬戸市条例第１号）第２条の規定

により、議会の議決を求めるため必要があるからである。  



１０ 

 

５年市長提出第４９号議案  

   幡山東小学校校舎長寿命化改良・増築（建築）工事請負契約の締結  

について  

本市が、幡山東小学校校舎長寿命化改良・増築（建築）工事を施工する

に当たり、次の内容により工事請負契約を締結するものとする。  

  令和５年６月１３日提出  

瀬戸市長  川 本 雅 之  

１ 契 約 金 額  ５５２，２００，０００円  

２ 工 事 場 所  瀬戸市八幡町４５５番地 

３ 契 約 方 法  制限付き一般競争入札（特別簡易型総合評価落札方  

式）  

４ 工 事 内 容  長寿命化改良工事   

   校舎（鉄筋コンクリート造３階建て３，５０７平 

   方メートル）  

 増築（建築）工事  

   職員室棟（鉄骨造平屋建て１５４平方メートル）  

、エレベーター棟（鉄骨造３階建て７０平方メー

トル）、窯棟（鉄骨造平屋建て１６平方メート

ル） 

５ 工 期  本契約日の翌日から令和７年１月３１日まで  

６ 契約の相手方  名古屋市守山区大森一丁目２７０１番地 

          株式会社宇佐美組名古屋支店  

          支店長 藤井正  

 

（理 由） 



１１ 

 

 この案を提出するのは、幡山東小学校校舎長寿命化改良・増築（建築）

工事の請負契約を締結するに当たり、議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例（昭和５２年瀬戸市条例第１号）第２条の規

定により、議会の議決を求めるため必要があるからである。  
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